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研究成果の概要（和文）：欧州連合（ＥＵ）の対外政策基盤の変容を分析し、ＥＵの対日政策へ

の含意と、日ＥＵ関係の変容について明らかにした。とりわけ 2009 年 12 月に発効したリスボ

ン条約によるＥＵの機構・制度改革の政治的含意について、法的基盤、ＥＵ内政治過程の変容、

構成国とＥＵの関係、拡大の影響などの点から分析し、同時に日本ＥＵ関係の政治的、経済的

な諸相について総合的に明らかにした。 

 
研究成果の概要（英文）：This research project analyzed the European Union's (EU) changing 

structure of external relations and its impact on Japan-EU bilateral relations. The Lisbon 

Treaty which entered force on December 1, 2009, changed the institutional structure of the 

EU. This research comprehensively analyzed the process of the treaty negotiation and the 

impact of the institutional reform on the external relations and the Japan-EU relations. 
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１．研究開始当初の背景 

(1) 2004 年に中東欧への大規模な拡大を遂げ、
欧州憲法条約によって制度的にも変容を遂
げて新たな段階に入ろうとしていた欧州連
合（EU）の対外政策の変容とその日本との
関係への影響について、新たに研究すること

が必要であった。 

(2) EU は構成国を増大させて、同時に効率的
かつ実効的な行動がとれるように制度的に
も発展を遂げようとしていた。しかし、同時
に欧州憲法条約の批准のためのフランスと
オランダにおける国民投票によって同条約
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の批准は否決され、欧州憲法条約は発効しな
かった。こうして冷戦後比較的順調に発展し
てきた EU は新たな状況に置かれていた。 

 

 

２．研究の目的 

(1) 「9.11 テロ」後の新たな国際環境と欧州
憲法条約批准失敗後の新たな状況下におけ
る EU の対外政策の仕組みを明らかにする。 

 

(2) EU の対外政策の新たな仕組みを明らか
にした上で、EU の対日政策と、国際関係に
おける日 EU 関係の新たな特徴を明らかにす
る。とりわけ、EU の対アジア政策における
日 EU 関係の位置づけ、グローバルガバナン
スの問題における日 EU 関係、特に国際社会
の平和と安定のための日 EU 間の協力可能な
案件を明らかにする。 

 

 

３．研究の方法 

(1) 本研究課題においては文献情報や電子情
報のみでは不十分であり、制度の実際の運用
状況や公表されている政策が決定されるに
至った背景情報も必須であるため、欧州で面
接調査および資料収集を実施した。 

 

(2) EU 委員会や理事会関係の情報には、部外
秘ではないが外部には流布されていない種
類のものが多数ある。この種の情報は存在自
体が実務担当者にしか知られておらず、EU

機関と EU 構成国における面接調査は必須で
ある。同様に政策形成に影響力を有する EU

諸国の研究者との研究会、シンポジウムの実
施なども不可欠である。 

 
 
４．研究成果 
(1) 本研究は EU の大きな制度変更を伴うリ
スボン条約の形成と発効の過程と同時期に
実施され、EU の制度変容を分析したきわめて
タイミングのよい分析を行うことが可能で
あった。欧州憲法条約の批准失敗からリスボ
ン条約が形成されるプロセスが同時的に分
析された。本研究により欧州の現場において
多数の EU 関係者や EU 研究者、構成国の政策
担当者から聞き取り調査を実施することが
可能となった。その結果、きわめて包括的で
バランスのとれた EU の制度変容に関する分
析を行うことが可能であった。 
 
(2) リスボン条約が本研究の最終段階であ
る 2009 年 12 月 1 日に発効したこともあり、
本研究の最終的な研究成果としてまとめら
れた森井裕一編著『地域統合とグローバル秩
序－ヨーロッパと日本』（信山社、2010 年）
は、制度改正後の EU の対外政策に関する最

初の包括的な研究書として出版される。法的
基盤、政治的基盤の視点から、EU の制度改正
の特徴、それに伴う日 EU 関係の変容、アジ
アにおける地域統合と EU の関係、国際秩序
をめぐる EU の対外政策の特徴が明らかにさ
れた。 
 
(3) 本研究の成果の一部として初期の段階
で植田隆子編著『EU スタディーズ１ 対外関
係』（勁草書房、2007 年）も出版されており、
我が国における EU の対外政策研究に不可欠
な研究とされている。これまで十分に分析さ
れてこなかった国際関係、グローバルガバナ
ンスと EU の政策決定の関係について、法的
側面、政治的側面から、多くの要素について
明らかにされた。 
 
(4) 上記出版の他にも、日本 EU 学会、世界
EU 学会、日 EU 会議などの多くの重要な学会
において、研究発表がなされた。とりわけ、
リスボン条約発効による制度変容分析を中
心として、EU 研究の進展に多くの貢献がなさ
れた。本研究課題に関連して開催された日 EU
関係に関する国際会議の成果は前研究代表
者である植田とベルギーを代表する EU 研究
者であるルマックルによって単著として英
語で出版されている（Takako Ueta and Eric 
Remacle, eds., Tokyo-Brussels 
Partnership: Security, Development and 
Knowledge-based Society, 
P.I.E.Peter-Lang, Brussels, 2008, 315pp)。 
 
(5) 最初の 2年間本研究課題の代表者であっ
た植田隆子は、外務省駐 EU 代表部大使とな
りブリュッセルに駐在しているが、このこと
は本研究が現実の日 EU 関係と政策展開に大
きな意義を持っていることを象徴してると
言えよう。 
 
(6) 近年の EU の発展と拡大によって、日本
を含む東アジアにおいても「東アジア共同
体」構想について議論が盛んになってきたが、
本研究においては EU の制度発展と東アジア
の状況の比較研究の視点も取り入れられた。
また EU の対外政策が東アジアの地域統合を
促進する要因となっていることも明らかに
された。 
 
(7) リスボン条約の発効からまだ間もない
ため、条約にあわせた EU の対外政策に関す
る制度整備もまだ完全ではない部分もある
が、理事会常任議長制度、EU 外務・安全保障
政策担当職と対外活動庁などによって、今後
展開される EU の対外政策分析の基盤として
本研究の成果は今後とも重要性を有するで
あろう。 
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